
   西条市建設業者格付事務取扱要領 

平成１６年１１月１日 

訓 令 第 ３ ３ 号 

 （目的） 

第１条 この訓令は、西条市建設工事請負業者選定要領(平成１６年西条市訓令第

２５号)第３条に規定する格付を行うに当たり、必要な事項を定めるものとする。 

 （市内業者の格付実施方法） 

第２条 市内に主たる営業所を有する業者(以下「市内業者」という。)の格付は、

次の算式により格付総合数値を算出し、別表第１の市内業者の欄の基準により

行うものとする。 

 算 式 

  格付総合数値＝加点評点－減点評点 

２ 前項の加点評点及び減点評点は、次に掲げる要素により算出する。 

(1) 加点要素 

ア 建設業法(昭和２４年５月２４日法律第１００号)第２７条の２３第１項

の規定に基づく経営事項審査結果 

イ 年間平均完成工事高 

ウ 技術者数 

エ 平均工事成績 

オ ＩＳＯ取得 

カ 表彰受賞歴 

キ 西条市との災害時の応急復旧活動に関する協定を締結している団体への

加入 

(2) 減点要素 

ア 入札参加資格停止処分 

イ 建設業法に基づく監督処分 

３ 前項の加点評点及び減点評点の算出方法は、別表第２のとおりとする。 

４ 第１項の方法により格付を行った市内業者の業種別の年間平均完成工事高

が、別表第３の業種別・等級別の必要最低年間平均完成工事高に満たない場合

は、当該工事の格付等級を相応する等級まで降格させるものとする。 

 （格付結果の通知及び公表） 

第３条 前条の規定に基づき格付を行った場合は、市内業者に通知を行い有資格

者名簿を作成し、公衆の閲覧に供するものとする。 

 （その他） 

第４条 市内測量・設計等のコンサルタント業者、市外業者については、格付は

行わないものとする。 



 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この訓令は、平成１６年１１月１日から施行する。ただし、平成１６年１１

月１日から平成１７年３月３１日までの間において総合支所で発注する建設工

事については、合併前の西條市、東予市、丹原町又は小松町若しくは解散前の

東予市丹原町・公共下水道事務組合の規定の例によることができる。 

 （経過措置） 

２ 第２条の規定により、平成１７年度及び平成１８年度における市内業者の格

付を決定するにあたり、平成１７年度及び平成１８年度の格付が２等級以上降

格する場合は、１等級の降格にとどめるものとする。ただし同条第４項に該当

する場合は除く。 

３ 平成１５年度及び平成１６年度の平均工事成績は、合併に伴う調整（旧丹原

町、小松町の合併前の工事成績評定点を１０点減じる）を行った後、加点する。 

   附 則（平成１７年９月９日訓令４０号） 

 この訓令は、平成１７年９月９日から施行する。 

   附 則（平成１９年７月１日訓令第９号） 

 この訓令は、平成１９年７月１日から施行する。 

   附 則（平成２７年６月１６日訓令第２２号） 

 （施行期日） 

１ この訓令は、平成２７年７月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この訓令による改正後の西条市建設業者格付事務取扱要領の規定は、この訓

令の施行の日以後に入札の通知又は公告をする入札執行分について適用し、同

日前に入札の通知又は公告をした入札執行分については、なお従前の例による。 

附 則（平成２８年３月２８日訓令第１２号） 

 （施行期日） 

１ この訓令は、平成２８年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この訓令の施行の日前になされた指名停止措置は、入札参加資格停止措置が

なされたものとみなす。



別表第１（第２条関係） 

格付総合数値による格付基準 

 
区 分 

 

 
格付等級 

市  内  業  者 

土木・建築 そ の 他 

 

Ａ 

 

６５０点以上 

(特定建設業の許可 

を有する者に限る) 

６５０点以上 

 

 

Ｂ 

 

６４９点以下 

５５０点以上 

６４９点以下 

５５０点以上 

 

Ｃ 

 

５４９点以下 

４５０点以上 

５４９点以下 

４５０点以上 

 

Ｄ 

 

４４９点以下 

３５０点以上 

４４９点以下 

３５０点以上 

 

Ｅ 

 

 

３４９点以下又は次の

条件に該当する者 

１ 経営事項未審査又は

年間平均完成工事高０

円（経審点数の如何にか

かわらず）の者 

２ 定期の格付の認定を

したときから次の定期

の格付の認定をするま

での間（中間年度）に建

設工事入札参加資格申

請書の受付をした者 

 

 

３４９点以下又は次の

条件に該当する者 

１ 経営事項未審査又は

年間平均完成工事高０

円（経審点数の如何にか

かわらず）の者 

２ 定期の格付の認定を

したときから次の定期

の格付の認定をするま

での間（中間年度）に建

設工事入札参加資格申

請書の受付をした者 

 

注 この表の表頭市内業者その他の欄の規定は、土木及び建築以外の業

種について適用する。 



 

別表第２（第２条関係）（その１） 

区分 算     出     方     法 

加 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

点 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

点 

ア 経営事項審査結果 

  経営事項審査結果総合数値に０．７を乗じた値（少数点以下は切捨

て）とする。 

イ 年間平均完成工事高 

  直近の経営事項審査の対象となる各業種の年間平均完成工事高につ

いて、それぞれ別表２(その２)の基準により加点する。 

ウ 技術者数 

  直近の経営事項審査の対象となる技術者について、１級技術者１人

につき５点、２級１人につき２点、その他１人につき１点とし、算出

された合計点数を加点する。ただし、合計点数が１００点を超える場

合には１００点とする。 

エ 市工事における平均工事成績 

  過去２年間に工事成績評定を行った市工事の業種別平均工事成績（

少数点以下は切捨て）に応じ、次の基準により加点する。 

  さらに、上記の期間中に、工事成績８０点以上の市工事がある場合

は、１件につき３点を加算する。ただし、加算点にあっては、その合

計点数が５０点を超える場合は、５０点とする。 

   平均工事成績点     点数 

   ８０点以上    … １００点 

   ７５点～７９点  …  ８０点 

   ７０点～７４点  …  ６０点 

   ６５点～６９点  …  ４０点 

   ６０点～６４点  …  ２０点 

 ※・過去２年間において、指名はされているが、工事実績がない業者

については、５０点を加算するものとする。 

  ・過去２年間において、工事成績６０点未満の市工事が１件でもあ

る場合は、平均工事成績による加点は行わない。 

オ ＩＳＯ取得 

  建設業に関しＩＳＯ９０００又は１４０００を取得している場合、

それぞれ１０点（両方の場合は２０点）を加点する。 

カ 表彰受賞歴 

過去５年間に次のいずれかの表彰を受けている場合１件につき１０

点を加点する。 

 (1) 建設業退職金共済制度普及協力者表彰（厚生労働大臣及び建設業

退職共済機構理事長表彰） 

 (2) 雇用改善優良事業所表彰（厚生労働大臣、知事表彰及び愛媛県建



設業協会会長表彰） 

 (3) 全国安全週間表彰（厚生労働大臣及び愛媛労働局長表彰） 

 (4) 障害者雇用優良事業所表彰（厚生労働大臣、知事及び愛媛県障害

者雇用促進協会会長表彰） 

キ 西条市との災害時の応急復旧活動に関する協定を締結している団体

への加入をしている場合は２０点を加点する。 

 

 

 

区分 算     出     方     法 

減 
 
 

点 
 
 

評 
 
 

点 

 過去３年間に入札参加資格停止処分又は建設業法に基づく監督処分を

うけている場合には、一の処分対象案件につき２０点の基礎点と次に示

す当該処分ごとの合計点数を減ずる。 

ア 入札参加資格停止（市が行った処分に限る。） 

  １か月につき５点 

イ 建設業法に基づく監督処分 

  ○指  示 ：１０点 

  ○営業停止 ：営業停止期間に応じて以下のとおり減点する。 

         ・１０日未満 …１５点 

         ・１０～１９日…２０点 

         ・２０～２９日…２５点 

         ・３０日以上 …３０点 

 

 

 



(その２) 

 ○土木、建築、舗装、電気、管〔年間平均完成工事高〕 

年間平均完成工事高 点 数 

８億円以上 １５０点 

６～８億円未満 １３０点 

４～６億円未満 １１０点 

２～４億円未満 ９０点 

１～２億円未満 ７０点 

５千万円～１億円未満 ５０点 

３～５千万円未満 ３０点 

 ～３千万円未満 １０点 

実績なし ０点 

 

 ○その他(土木、建築、舗装、電気、管以外) 〔年間平均完成工事高〕 

年間平均完成工事高 点 数 

４億円以上 １５０点 

３～４億円未満 １２０点 

２～３億円未満 ９０点 

１～２億円未満 ６０点 

５千万円～１億円未満 ３０点 

 ～５千万円未満 １０点 

実績なし ０点 

 

 

 



   別表第３（第２条関係） 

 

 

格付等級 全 工 種 

Ａ ５千万円以上 

Ｂ 

５千万円未満 

～ 

３千万円以上 

Ｃ 

３千万円未満 

～ 

１千万以上 

Ｄ 

１千万円未満 

～ 

５百万円以上 

Ｅ ５百万円未満 

 

 

 

 


